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議案第１２号

 上尾市公文書管理条例の制定について 

上尾市公文書管理条例を次のように定める。

  令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市公文書管理条例

目次

第１章 総則（第１条―第３条）

第２章 行政文書の管理

  第１節 文書の作成（第４条） 

  第２節 行政文書の整理等（第５条―第１０条）

第３章 特定歴史公文書の保存等（第１１条―第１３条）

第４章 雑則（第１４条―第１９条）

附則

第１章 総則

 （目的） 

第１条 この条例は、市の諸活動や歴史的事実の記録である公文書が、市民

共有の知的資源として、市民が主体的に利用し得るものであることに鑑み、

公文書の管理に関する基本的事項を定めることにより、行政文書の適正な

管理、歴史公文書の適切な保存等を図り、もって市政が適正かつ効率的に

運営されるようにするとともに、市の諸活動を現在及び将来の市民に説明

する責務が全うされるようにすることを目的とする。

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委

員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、水道事業の管理者の権限を

行う市長及び消防長並びに議会をいう。 

(2) 行政文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書（図画

及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られた記録をいう。 ）を含む。以下同
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じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当

該実施機関が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。

ア 官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売するこ

とを目的として発行されるもの

イ 特定歴史公文書

ウ 歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別の管

理がされているもの

(3) 歴史公文書 市政を検証するために後世に残すべき重要な文書として

規則で定めるものをいう。

(4) 特定歴史公文書 歴史公文書のうち、第８条第１項の規定により市長

に移管（市長が歴史公文書の保存期間が満了したときに引き続き保存す

る場合を含む。以下同じ。）がされたものをいう。 

(5) 公文書 行政文書及び特定歴史公文書をいう。

 （他の法令等との関係） 

第３条 公文書の管理については、法令又は他の条例に特別の定めがある場

合を除くほか、この条例の定めるところによる。

第２章 行政文書の管理

 第１節 文書の作成 

第４条 実施機関の職員は、第１条の目的の達成に資するため、当該実施機

関における経緯も含めた意思決定に至る過程並びに当該実施機関の事務及

び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証することができるよう、処理に

係る事案が軽微なものである場合を除き、文書を作成しなければならない。

第２節 行政文書の整理等

 （整理） 

第５条 実施機関の職員が行政文書を作成し、又は取得したときは、当該実

施機関は、規則で定めるところにより、当該行政文書について分類し、名

称を付するとともに、保存期間及び保存期間の満了する日を設定しなけれ

ばならない。 

２ 実施機関は、能率的な事務又は事業の処理及び行政文書の適切な保存に

資するよう、単独で管理することが適当であると認める行政文書を除き、

適時に、相互に密接な関連を有する行政文書（保存期間を同じくすること
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が適当であるものに限る。）を一の集合物（以下「行政文書ファイル」と

いう。）にまとめなければならない。 

３ 前項の場合において、実施機関は、規則で定めるところにより、当該行

政文書ファイルについて分類し、名称を付するとともに、保存期間及び保

存期間の満了する日を設定しなければならない。 

４ 実施機関は、第１項及び前項の規定により設定した保存期間及び保存期

間の満了する日を、規則で定めるところにより、延長することができる。 

５ 実施機関は、行政文書ファイル及び単独で管理している行政文書（以下

「行政文書ファイル等」という。）について、保存期間（延長された場合

にあっては、延長後の保存期間。以下同じ。）の満了前のできる限り早い

時期に、保存期間が満了したときの措置として、歴史公文書に該当するも

のにあっては市長への移管の措置を、それ以外のものにあっては廃棄の措

置をとるべきことを定めなければならない。 

（保存） 

第６条 実施機関は、行政文書ファイル等について、当該行政文書ファイル

等の保存期間の満了する日までの間、その内容、時の経過、利用の状況等

に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必要な場所において、適切

な記録媒体により、識別を容易にするための措置を講じた上で保存しなけ

ればならない。 

２ 前項の場合において、実施機関は、当該行政文書ファイル等の集中管理

の推進に努めなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定による保存及び前項の規定による集中管理の推進

に資するため、他の実施機関からの依頼を受けて、行政文書ファイル等の

保存を行うことができる。 

（行政文書ファイル管理簿） 

第７条 実施機関は、行政文書ファイル等の管理を適切に行うため、規則で

定めるところにより、行政文書ファイル等の分類、名称、保存期間、保存

期間の満了する日、保存期間が満了したときの措置及び保存場所その他の

必要な事項（上尾市情報公開条例（平成１１年上尾市条例第３０号。次条

第４項及び第１４条において「情報公開条例」という。）第７条に規定す

る非公開情報に該当するものを除く。）を帳簿（以下「行政文書ファイル
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管理簿」という。）に記載しなければならない。ただし、１年未満の保存

期間が設定された行政文書ファイル等については、この限りでない。 

２ 実施機関は、行政文書ファイル管理簿について、インターネットの利用

その他の適当な方法により公表しなければならない。

（移管又は廃棄） 

第８条 実施機関は、保存期間が満了した行政文書ファイル等について、第

５条第５項の規定による定めに基づき、市長に移管をし、又は廃棄をしな

ければならない。 

２ 実施機関は、前項の規定により保存期間が満了した行政文書ファイル等

について移管をし、又は廃棄をしようとするときは、あらかじめ、上尾市

情報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会（上尾市情報公開・個人

情報保護・公文書管理運営審議会条例（平成１２年上尾市条例第１０号）

第１条の規定に基づき設置された上尾市情報公開・個人情報保護・公文書

管理運営審議会をいう。次項及び第１２条第２項において「審議会」とい

う。）の意見を聴かなければならない。ただし、１年未満の保存期間が設

定された行政文書ファイル等について廃棄をしようとする場合にあっては、

この限りでない。 

３ 前項の場合において、実施機関は、当該行政文書ファイル等について移

管をし、又は廃棄をすべきでないとの審議会の意見があったときは、第５

条第５項の規定による定めにかかわらず、当該意見を尊重して、当該行政

文書ファイル等について市長に移管をし、又は廃棄をするものとする。 

４ 実施機関は、第１項又は前項の規定により移管をする行政文書ファイル

等について、情報公開条例第７条に規定する非公開情報に該当するものと

して公開の制限を行うことが適切であると認めるときは、その旨の意見を

付さなければならない。 

（管理状況の報告等） 

第９条 実施機関は、行政文書ファイル管理簿の記載状況その他の行政文書

の管理の状況について、毎年度、市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表しなければ

ならない。 

３ 市長は、第１項に定めるもののほか、行政文書の適正な管理及び適切な
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移管を確保するために必要があると認める場合には、実施機関に対し、行

政文書の管理について、その状況に関する報告若しくは資料の提出を求め、

又は当該実施機関の職員に実地調査をさせることができる。 

（行政文書管理規程） 

第１０条 実施機関は、行政文書の管理が第４条から前条までの規定に基づ

き適正に行われることを確保するため、行政文書の管理に関する定め（以

下この条において「行政文書管理規程」という。）を設けなければならな

い。 

２ 行政文書管理規程には、行政文書に関する次に掲げる事項を規定しなけ

ればならない。

(1) 作成に関する事項

(2) 整理に関する事項

(3) 保存に関する事項

(4) 行政文書ファイル管理簿に関する事項

(5) 移管又は廃棄に関する事項

(6) 管理状況の報告に関する事項

(7) 前各号に掲げるもののほか、行政文書の管理が適正に行われることを

確保するために必要な事項 

３ 実施機関は、行政文書管理規程を設けたときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

第３章 特定歴史公文書の保存等

 （特定歴史公文書の保存等） 

第１１条 市長は、特定歴史公文書について、次条の規定により廃棄をする

場合を除き、永久に保存しなければならない。 

２ 市長は、特定歴史公文書について、その内容、保存状態、時の経過、利

用の状況等に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必要な場所にお

いて、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置を講じた上で

保存しなければならない。 

３ 市長は、特定歴史公文書に個人情報（個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５７号）第２条第１項に規定する個人情報をいう。以下こ

の項において同じ。）が記録されている場合には、当該個人情報の漏えい
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の防止のために必要な措置を講じなければならない。 

４ 市長は、規則で定めるところにより、特定歴史公文書の適切な保存を行

い、及び適切な利用に資するために必要な事項を記載した目録を作成し、

公表しなければならない。 

（特定歴史公文書の廃棄） 

第１２条 市長は、特定歴史公文書として保存されている文書がその重要性

を失ったと認めるときは、当該特定歴史公文書について廃棄をすることが

できる。 

２ 市長は、前項の規定により特定歴史公文書について廃棄をしようとする

ときは、あらかじめ、審議会の意見を聴かなければならない。

（保存等の状況の公表） 

第１３条 市長は、特定歴史公文書の保存等の状況について、毎年度、その

概要を公表しなければならない。

第４章 雑則

 （公文書の公開） 

第１４条 実施機関は、市民による公文書の主体的な利用に資するため、情

報公開条例に基づいて行政文書（市長にあっては、公文書）を適正に公開

するものとする。 

（研修） 

第１５条 実施機関は、当該実施機関の職員に対し、公文書の管理を適正か

つ効果的に行うために必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるた

めに必要な研修を行うものとする。 

２ 市長は、実施機関の職員に対し、歴史公文書の適切な保存及び移管を確

保するために必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるために必要

な研修を行うものとする。 

（組織の見直しに伴う行政文書の適正な管理のための措置） 

第１６条 実施機関は、当該実施機関について統合、廃止等の組織の見直し

が行われる場合には、その管理する行政文書について、統合、廃止等の組

織の見直しの後においてこの条例の規定に準じた適正な管理が行われるこ

とが確保されるよう必要な措置を講じなければならない。 

（出資等法人の文書管理） 
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第１７条 市が出資その他財政支出等を行う法人のうち規則で定めるもの

（以下この条において「出資等法人」という。）は、この条例の趣旨にの

っとり、その保有する文書の適正な管理に関し必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。 

２ 市長は、出資等法人に対し、前項の文書の適正な管理が推進されるよう

必要な措置を講ずるものとする。

（指定管理者の文書管理） 

第１８条 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下この条において同じ。）は、

この条例の趣旨にのっとり、その保有する文書（当該指定管理者が管理を

行う公の施設（同法第２４４条第１項に規定する公の施設をいう。次項に

おいて同じ。）に関するものに限る。）の適正な管理に関し必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。

２ 市長（教育委員会が所管する公の施設にあっては、教育委員会）は、指

定管理者に対し、前項の文書の適正な管理が推進されるよう必要な措置を

講ずるものとする。 

（委任） 

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３章並びに附

則第６項、第７項、第９項（上尾市情報公開条例目次の改正規定（「第２

９条」を「第３０条」に改める部分に限る。）、第１６条第２号の改正規

定、第２３条の改正規定（「ため、」の次に「上尾市公文書管理条例に基

づいて」を加える部分に限る。）、第２７条第２項の改正規定、第２８条

の改正規定及び第２９条を第３０条とし、第２８条の次に１条を加える改

正規定を除く。）、第１０項及び第１１項（上尾市情報公開・個人情報保

護運営審議会条例（平成１２年上尾市条例第１０号）第２条第１項の改正

規定（同項第４号に係る部分に限る。）に限る。）の規定は、令和６年１

０月１日から施行する。 

（適用区分） 
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２ 第２章第２節の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に実施機関の職員が作成し、又は取得した行政文書について適用する。

３ この条例の施行の際、現に実施機関が保有している行政文書（以下「施

行前文書」という。）については、次項から附則第６項までに定めるもの

を除き、なお従前の例による。 

４ 施行前文書に係る保存、保存期間の延長並びに管理状況の報告及び公表

については、第５条第４項、第６条及び第９条の規定の例による。 

５ 施行前文書に係る保存期間が施行日以後に満了する場合における当該施

行前文書の移管及び廃棄については、第８条の規定の例による。 

６ 前項の規定にかかわらず、施行前文書（保存期間が既に規則で定める年

数を経過しているものに限る。以下この項において同じ。）であって、歴

史公文書に相当するものについては、当該施行前文書を保有している実施

機関が引き続き行政文書として保存する必要があると認めるものを除き、

特定歴史公文書とみなす。 

７ この条例の施行の際、現に実施機関が歴史公文書に相当する文書として

特別に保有している文書については、当該文書を保有している実施機関が

引き続き行政文書として保存する必要があると認めるものを除き、特定歴

史公文書とみなす。 

（上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

８  上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年上尾市条例第１７号）の一部を次のように改正する。

  第１条の２第９号中「情報公開・個人情報保護運営審議会委員」を「情

報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会委員」に改める。

  別表第１の９の項中「情報公開・個人情報保護運営審議会」を「情報公

開・個人情報保護・公文書管理運営審議会」に改める。

 （上尾市情報公開条例の一部改正） 

９ 上尾市情報公開条例の一部を次のように改正する。

  目次中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に、「第２９条」を「第

３０条」に改める。 

  第１条中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改める。
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  第２条第２号イを次のように改める。

イ 特定歴史公文書

  第２条第３号中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に、「行政文書

を」を「公文書を」に改め、同号を同条第５号とし、同条第２号の次に次

の２号を加える。 

( 3 ) 特定歴史公文書 上尾市公文書管理条例（令和  年上尾市条例第

  号）第２条第４号に規定する特定歴史公文書をいう。

(4) 公文書 行政文書及び特定歴史公文書をいう。

  第３条及び第４条中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改める。

  第２章の章名を次のように改める。 

第２章 公文書の公開

  第５条（見出しを含む。）中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に

改める。 

  第６条第１項中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改め、同項第

２号中「行政文書の名称」を「公文書の名称」に、「行政文書を」を「公

文書を」に改める。 

  第７条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（公文書の公開義

務）」を付し、同条の次に次の１条を加える。 

第７条の２ 市長は、特定歴史公文書に係る公開請求があったときは、次

の各号に掲げる場合を除き、公開請求者に対し、当該特定歴史公文書を

公開しなければならない。 

(1 ) 前条第１号から第５号まで又は第７号ア若しくはオに掲げる情報

（次条において「特定非公開情報」という。）が記録されている場合

(2 ) 当該特定歴史公文書の原本を公開することにより当該原本の破損又

はその汚損を生ずるおそれがある場合 

２ 市長は、公開請求に係る特定歴史公文書が前項第１号に該当するか否

かについて判断するに当たっては、当該特定歴史公文書について作成又

は取得がされてからの時の経過を考慮するとともに、当該特定歴史公文

書に上尾市公文書管理条例第８条第４項の規定による意見が付されてい

る場合にあっては、当該意見を参酌しなければならない。 

  第８条中「行政文書」を「公文書」に改め、「に非公開情報」の次に
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「（特定歴史公文書にあっては、特定非公開情報。以下同じ。）」を加え

る。 

  第９条、第１０条（見出しを含む。）及び第１１条中「行政文書」を

「公文書」に改める。 

  第１３条中「行政文書」を「公文書」に、「すべて」を「全て」に改め

る。 

  第１４条第１項中「行政文書」を「公文書」に改め、同条第３項中「行

政文書の公開」を「公文書の公開」に改める。 

  第１５条第１項及び第２項中「行政文書」を「公文書」に改め、同条第

３項中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改める。 

  第１６条中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に、「掲げる行政文

書」を「掲げる公文書」に改め、同条ただし書中「当該行政文書」を「当

該公文書」に改め、同条第２号を次のように改める。 

(2 ) 電磁的記録 電磁的記録の種別、情報化の進展状況等を勘案して規

則で定める方法 

  第１７条中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改める。

  第１８条中「行政文書」を「公文書」に改める。

  第１９条第１項中「行政文書の公開」を「公文書の公開」に改め、同条

第２項中「行政文書」を「公文書」に改める。 

  第２１条第１項中「除き、」の次に「上尾市情報公開・個人情報保護審

査会条例（平成１２年上尾市条例第９号）第１条の規定に基づき設置する」

を加え、同項第２号中「係る行政文書」を「係る公文書」に、「行政文書

の公開」を「公文書の公開」に改め、同条第３項第３号中「行政文書の公

開」を「公文書の公開」に改める。 

  第２２条第２号中「係る行政文書」を「係る公文書」に、「行政文書の

公開」を「公文書の公開」に改める。 

  第２３条の見出し中「行政文書の」を「公文書の」に改め、同条中「た

め、」の次に「上尾市公文書管理条例に基づいて」を加え、「行政文書を」

を「公文書を」に改める。 

  第２４条中「行政文書」を「公文書」に改める。 

  第２５条及び第２６条第１項中「行政文書の公開」を「公文書の公開」

-10-



に改める。

  第２７条第２項中「上尾市情報公開・個人情報保護運営審議会」を「上

尾市情報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会条例（平成１２年上

尾市条例第１０号）第１条の規定に基づき設置する上尾市情報公開・個人

情報保護・公文書管理運営審議会」に改める。 

  第２８条を次のように改める。

  （出資等法人の情報公開） 

第２８条 市が出資その他財政支出等を行う法人のうち規則で定めるもの

（以下この条において「出資等法人」という。）は、この条例の趣旨に

のっとり、その保有する情報の公開に関し必要な措置を講ずるよう努め

るものとする。 

２ 市長は、出資等法人に対し、前項の情報の公開が推進されるよう必要

な措置を講ずるものとする。 

  第２９条を第３０条とし、第２８条の次に次の１条を加える。

  （指定管理者の情報公開） 

第２９条 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下この条において同じ。）

は、この条例の趣旨にのっとり、その保有する情報（当該指定管理者が

管理を行う公の施設（同法第２４４条第１項に規定する公の施設をいう。

次項において同じ。）に関するものに限る。）の公開に関し必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。 

２ 市長（教育委員会が所管する公の施設にあっては、教育委員会）は、

指定管理者に対し、前項の情報の公開が推進されるよう必要な措置を講

ずるものとする。 

  附則第１項中「（以下「施行日」という。）」を削る。 

  附則第２項並びに附則第３項の前の見出し並びに同項及び第４項を削り、

附則第１項の見出し及び項番号を削る。

 （上尾市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正） 

１０ 上尾市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１２年上尾市条例第

９号）の一部を次のように改正する。

  第６条第１項から第３項まで及び第５項並びに第９条中「行政文書」を
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「公文書」に改める。

 （上尾市情報公開・個人情報保護運営審議会条例の一部改正） 

１１ 上尾市情報公開・個人情報保護運営審議会条例の一部を次のように改

正する。

  題名を次のように改める。

上尾市情報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会条例

  第１条中「）並びに」を「）、」に、「）の」を「）並びに上尾市公文

書管理条例（令和  年上尾市条例第  号）に基づく公文書管理制度

（次条において「公文書管理制度」という。）の」に、「上尾市情報公

開・個人情報保護運営審議会」を「上尾市情報公開・個人情報保護・公文

書管理運営審議会」に改める。 

  第２条第１項を次のように改める。

審議会は、次の各号に掲げる機関の諮問に応じ、それぞれ当該各号に

定める事項について調査審議する。 

(1 ) 上尾市情報公開条例第２条第１号に規定する実施機関 同条例第２

７条第２項の規定により審議会の意見を聴くこととされた事項  

(2 ) 上尾市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年上尾市条例

第２８号）第２条第１項に規定する実施機関 同条例第８条の規定に

より審議会に諮問することができるとされた事項  

(3 ) 上尾市公文書管理条例第２条第１号に規定する実施機関 同条例第

８条第２項の規定により審議会の意見を聴くこととされた事項 

(4 ) 市長 上尾市公文書管理条例第１２条第２項の規定により審議会の

意見を聴くこととされた事項

  第２条第３項中「及び個人情報保護制度」を「、個人情報保護制度及び

公文書管理制度」に改める。 

  第３条第２項中「次に掲げる者」を「各種団体を代表する者、識見を有

する者その他市長が必要と認める者」に改め、同項各号を削る。

 （上尾市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正） 

１２ 上尾市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年上尾市条例第

２８号）の一部を次のように改正する。

  第８条中「上尾市情報公開・個人情報保護運営審議会条例」を「上尾市
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情報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会条例」に、「上尾市情報

公開・個人情報保護運営審議会に」を「上尾市情報公開・個人情報保護・

公文書管理運営審議会に」に改める。 

（上尾市議会の個人情報の保護に関する条例の一部改正） 

１３ 上尾市議会の個人情報の保護に関する条例（令和４年上尾市条例第３

８号）の一部を次のように改正する。

  第２条第４項ただし書中「第２条第２号」を「第２条第４号」に、「行

政文書」を「公文書」に改め、同条第１１項ただし書中「行政文書」を

「公文書」に改める。 

  第１９条第１項第２号中「行政文書」を「公文書」に改める。

  第２０条中「掲げる情報（」を「掲げる情報（情報公開条例第２条第３

号に規定する特定歴史公文書にあっては、情報公開条例第７条第１号から

第５号まで又は第７号ア若しくはオに掲げる情報）（」に改める。 

  第４７条中「行政文書」を「公文書」に改める。 

  第５０条中「上尾市情報公開・個人情報保護運営審議会条例」を「上尾

市情報公開・個人情報保護・公文書管理運営審議会条例」に、「上尾市情

報公開・個人情報保護運営審議会に」を「上尾市情報公開・個人情報保

護・公文書管理運営審議会に」に改める。 

提案理由

  市の諸活動について現在及び将来の市民に説明する責務を全うするため、

公文書の適正な管理に関し基本的事項を定めたいので、この案を提出する。
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議案第１３号

 上尾市自転車駐車場条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市自転車駐車場条例の一部を改正する条例を次のように定める。

  令和６年２月１６日提出

 上尾市長  畠 山  稔

上尾市自転車駐車場条例の一部を改正する条例 

 上尾市自転車駐車場条例（昭和５８年上尾市条例第８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第２条の表上尾市自転車駐車場あげおサイクルポート南の項中「上尾市谷

津二丁目１番５０号」を「上尾市谷津二丁目１番」に改める。 

第３条及び第４条を次のように改める。

（利用の休止等） 

第３条 市長は、駐車場の管理上必要があるときは、駐車場の全部又は一部

の利用を休止し、又は制限することができる。

 （利用できる車種） 

第４条 駐車場に駐車できる車種は、次の各号に掲げる駐車場の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める車種とする。

(1) 上尾市自転車駐車場あげおサイクルポート南 道路交通法（昭和３５

年法律第１０５号）第２条第１項第１０号に規定する原動機付自転車

（同法第１７条第３項に規定する特定小型原動機付自転車を除く。次号

及び別表において「原動機付自転車」という。）及び同法第２条第１項

第１１号の２に規定する自転車（次号及び同表において「自転車」とい

う。） 

(2) 上尾市原新町自転車駐車場 原動機付自転車、自転車並びに道路交通

法第３条に規定する大型自動二輪車及び普通自動二輪車（いずれも側車

付きのものを除く。別表において「自動二輪車」という。）

第１１条中「別表第１」を「別表」に改める。

 第１２条を削り、第１３条を第１２条とし、第１４条を第１３条とし、第

１５条を第１４条とする。 

別表第２を削り、別表第１を次のように改める。

別表（第１１条関係）
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名称 利用の区分

使用料

自転車
原動機付

自転車

自動二輪

車

上 尾 市 自

転 車 駐 車

場 あ げ お

サ イ ク ル

ポート南

定期利用者 １月 ２，５７

０円

３，６０

０円

３月 ７，２０

０円

１０，２

８０円

６月 １３，８

８０円

１９，５

４０円

一時利用者 １回 １６０円 ２１０円

上 尾 市 原

新 町 自 転

車駐車場 

定期利用者 １月 ２，５０

０円

３，５０

０円

３，５０

０円

３月 ７，００

０円

１０，０

００円

１０，０

００円

６月 １３，５

００円

１９，０

００円

１９，０

００円

一時利用者 １回 １５０円 ２００円 ２００円

備考

  １ この表において「定期利用者」とは、期間を定めて利用の許可を受

けた者をいう。

  ２ この表において「一時利用者」とは、１回を単位として利用の許可

を受けた者をいう。

  ３ この表において「１回」とは、その日限りの利用をいい、１日増す

ごとに一時利用者の１回の使用料を加える。

附 則

 （施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の上尾市自転車駐車場条例の規定は、令和６年４

月１日以後の上尾市自転車駐車場の利用について適用し、同日前の上尾市

自転車駐車場の利用については、なお従前の例による。 
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提案理由

上尾市原新町自転車駐車場に関し、駐車場を利用できる車種に自動二輪

車を追加するほか、使用料の自動精算機の設置に伴い所要の改正を行いた

いので、この案を提出する。 
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議案第１４号

 上尾市監査委員に関する条例の一部を改正する条例の制定について

上尾市監査委員に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

  令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市監査委員に関する条例の一部を改正する条例

 上尾市監査委員に関する条例（昭和３９年上尾市条例第３５号）の一部を

次のように改正する。

 第７条中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」

に改める。 

 附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

提案理由

  地方自治法の一部改正に伴い、所要の改正を行いたいので、この案を提

出する。 
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議案第１５号

 上尾市立平方北小学校再編検討協議会条例の制定について 

上尾市立平方北小学校再編検討協議会条例を次のように定める。

  令和６年２月１６日提出

 上尾市長  畠 山  稔

上尾市立平方北小学校再編検討協議会条例 

 （設置） 

第１条 上尾市学校施設更新計画基本計画（上尾市教育委員会（以下「教育

委員会」という。）が上尾市立小・中学校の施設の更新に関し基本的な考

え方を定めた計画をいう。）に基づき、上尾市立平方北小学校（以下「平

方北小学校」という。）に関する学校規模の適正化について協議し、もっ

て子供たちの学びに望ましい学校規模を実現するため、上尾市立平方北小

学校再編検討協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、平方北小学校に関し、次に掲げる事項について協議する。

(1) 学校の再編に関すること。

(2) 通学区域の編成に関すること。

(3) 児童の安全確保に関すること。

(4) 前３号に掲げるもののほか、学校規模の適正化に関し教育委員会が必

要と認める事項に関すること。

 （組織） 

第３条 協議会は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱し、又は任命する。

(1) 平方北小学校に在籍する児童の保護者

(2) 平方北小学校の通学区域内に居住する未就学児童（小学校就学の始期

に達するまでの子をいう。）の保護者

(3) 平方北小学校の通学区域内に居住する者

(4) 識見を有する者

(5) 平方北小学校の校長及び教職員

(6) 前各号に掲げる者のほか、教育委員会が必要と認める者

（委員の任期）
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第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２ 委員は、委嘱され、又は任命された時における当該身分を失ったときは、

その職を失う。 

３ 委員は、再任されることができる。

 （会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理す

る。

 （会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

３ 協議会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。

（関係者の会議への出席等） 

第７条 協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、

関係者に対して、資料の提出を求め、又は会議への出席を求めてその意見

若しくは説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、教育委員会事務局教育総務部において処理する。

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、

協議会が定める。

附 則

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

２  上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年上尾市条例第１７号）の一部を次のように改正する。
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  第１条の２第２２号の２の次に次の１号を加える。

(2 2 )の３ 上尾市立平方北小学校再編検討協議会委員

  別表第１の２２の２の項の次に次のように加える。

２２

の３

上尾市立平方北小学校再編検討協議

会  

会長

委員

日額 ７，０００円

日額 ６，０００円

（この条例の失効） 

３ この条例は、協議会が平方北小学校に関する学校規模の適正化について

必要な協議を終えたと決した日の属する年度の３月３１日限り、その効力

を失う。 

提案理由

上尾市立平方北小学校に関する学校規模の適正化について協議し、子供

たちの学びに望ましい学校規模を実現するため、附属機関として上尾市立

平方北小学校再編検討協議会を設置したいので、この案を提出する。
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議案第１６号

上尾市職員の給与に関する条例及び上尾市職員の勤務時間、休日及び

休暇に関する条例の一部を改正する条例の制定について

上尾市職員の給与に関する条例及び上尾市職員の勤務時間、休日及び休暇

に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和６年２月１６日提出

  上尾市長  畠 山  稔

上尾市職員の給与に関する条例及び上尾市職員の勤務時間、休日及び

休暇に関する条例の一部を改正する条例

 （上尾市職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 上尾市職員の給与に関する条例（昭和３０年上尾市条例第１４号）

の一部を次のように改正する。

第２条中「通勤手当」の次に「、在宅勤務等手当」を加える。

第１０条の２第２項第２号中「定年前再任用短時間勤務職員のうち、」

を「次条第１項の規定により在宅勤務等手当を支給される職員及び定年前

再任用短時間勤務職員（」に改め、「定める職員」の次に「に限る。）」

を加え、同条の次に次の１条を加える。 

（在宅勤務等手当）

第１０条の３ 住居その他これに準ずるものとして市規則で定める場所に

おいて、正規の勤務時間（休暇により勤務しない時間その他市規則で定

める時間を除く。）の全部を勤務することを、市規則で定める期間以上

の期間について１箇月当たり平均１０日を超えて命ぜられた職員には、

在宅勤務等手当を支給する。 

２ 在宅勤務等手当の月額は、３，０００円とする。

３ 前２項に規定するもののほか、在宅勤務等手当の支給に関し必要な事

項は、市規則で定める。

 （上尾市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正） 

第２条 上尾市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年上尾

市条例第１５号）の一部を次のように改正する。

第１４条第２項第１５号の２中「期間内」を「期間（当該期間が業務の

繁忙期であることその他の業務の事情により当該期間内にこの号の休暇の
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全部又は一部を使用することが困難であると認められる職員にあっては、

一の年の６月から１０月までの期間）内」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

提案理由

  人事院勧告に準じて、職員に対して在宅勤務等手当を支給することがで

きるようにするほか、夏季休暇の取得可能期間を見直したいので、この案

を提出する。
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議案第１７号

上尾市税条例及び上尾市手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定

について

 上尾市税条例及び上尾市手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。

  令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市税条例及び上尾市手数料徴収条例の一部を改正する条例

 （上尾市税条例の一部改正）

第１条 上尾市税条例（昭和３０年上尾市条例第１３号）の一部を次のよう

に改正する。

第１８条の４第１項本文中「交付」の次に「（法第３８２条の４に規定

する当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）」

を加える。 

（上尾市手数料徴収条例の一部改正） 

第２条 上尾市手数料徴収条例（平成１２年上尾市条例第２１号）の一部を

次のように改正する。

第３条第１号中「証明」を「証明書の交付（同法第３８２条の４に規定

する当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）」

に改め、同条第２号中「固定資産に関する証明」を「固定資産に関する証

明書の交付（同法第３８２条の４に規定する当該証明書に住所に代わる事

項の記載をしたものの交付を含む。）」に、「事項に関する証明」を「事

項に関する証明書（同条ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）

の交付（同法第３８２条の４に規定する当該証明書に住所に代わる事項の

記載をしたものの交付を含む。）」に改め、同条第２号の２中「固定資産

課税台帳」の次に「（同項ただし書の規定による措置を講じたものを含

む。）」を加え、「交付」の次に「（同法第３８２条の４に規定する当該

固定資産課税台帳に住所に代わる事項の記載をしたものに記録をされてい

る事項を記載した書類の閲覧及び交付を含む。）」を加え、同条第２号の

３中「交付」の次に「（同法第３８２条の４に規定する当該土地名寄帳又

は家屋名寄帳に住所に代わる事項の記載をしたものに記録をされている事
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項を記載した書類の閲覧及び交付を含む。）」を加える。

別表２の項中「証明手数料」を「証明書の交付手数料（同法第３８２条

の４に規定する当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付に

係るものを含む。）」に改め、同表３の項中「証明手数料」を「証明書の

交付手数料（同法第３８２条の４に規定する当該証明書に住所に代わる事

項の記載をしたものの交付に係るものを含む。）」に改め、同表３の２の

項中「固定資産課税台帳」の次に「（同項ただし書の規定による措置を講

じたものを含む。）」を加え、「交付手数料」の次に「（同法第３８２条

の４に規定する当該固定資産課税台帳に住所に代わる事項の記載をしたも

のに記録をされている事項を記載した書類の閲覧及び交付に係るものを含

む。）」を加え、同表３の３の項中「証明手数料」を「証明書（同条ただ

し書の規定による措置を講じたものを含む。）の交付手数料（同法第３８

２条の４に規定する当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交

付に係るものを含む。）」に改め、同表３の４の項中「交付手数料」の次

に「（同法第３８２条の４に規定する当該土地名寄帳又は家屋名寄帳に住

所に代わる事項の記載をしたものに記録をされている事項を記載した書類

の閲覧及び交付に係るものを含む。）」を加える。 

附 則

 （施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（適用区分） 

２ 第１条の規定による改正後の上尾市税条例第１８条の４第１項（地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第３８２条の４に係る部分に限る。）の

規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後にされる同

法第２０条の１０の規定による証明書の交付について適用する。 

３ 第２条の規定による改正後の上尾市手数料徴収条例（以下「新手数料条

例」という。）第３条第１号及び第２号（地方税法第２０条の１０の規定

に基づく固定資産に関する証明書に関する部分に限る。）並びに別表２の

項及び３の項（これらの規定中同法第３８２条の４に係る部分に限る。）

の規定は、施行日以後にされる当該証明書の交付について適用する。 

４ 新手数料条例第３条第２号の２及び別表３の２の項（これらの規定中地
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方税法第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は、施行日以後にされ

る同法第３８２条の２第１項の規定に基づく固定資産課税台帳（同項ただ

し書の規定による措置を講じたものを含む。）に記録をされている事項を

記載した書類の閲覧及び交付について適用する。 

５ 新手数料条例第３条第２号（地方税法第３８２条の３の規定に基づく固

定資産課税台帳に記録をされている事項に関する証明書に関する部分に限

る。）及び別表３の３の項（これらの規定中同法第３８２条の４に係る部

分に限る。）の規定は、施行日以後にされる当該証明書の交付について適

用する。 

６ 新手数料条例第３条第２号の３及び別表３の４の項（これらの規定中地

方税法第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は、施行日以後にされ

る同法第３８７条第３項の規定に基づく土地名寄帳又は家屋名寄帳に記録

をされている事項を記載した書類の閲覧及び交付について適用する。 

提案理由

地方税法の一部改正に伴い、同法に規定するＤＶ対策の措置に関し所要

の改正を行いたいので、この案を提出する。
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議案第１８号

上尾市戸籍法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定につい

て

 上尾市戸籍法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

  令和６年２月１６日提出

 上尾市長  畠 山  稔

上尾市戸籍法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 上尾市戸籍法関係手数料徴収条例（平成１２年上尾市条例第２２号）の一

部を次のように改正する。 

第１条の次に次の１条を加える。

（定義） 

第１条の２ この条例において使用する用語は、この条例に定めるもののほ

か、法において使用する用語の例による。

 第５条中「及び第４８条第３項」を「、第４８条第３項及び第１２０条の

６第２項」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

事務の種類 手数料の名称 手数料の金額

１ 次に掲げる事務

( 1 ) 法第１０条第１項、第１０条の

２第１項若しくは第３項から第５

項まで又は法第１２６条の規定に

基づく戸籍の謄本又は抄本の交付  

( 2 ) 法第１２０条第１項、第１２０

条の２第１項又は第１２６条の規

定に基づく戸籍証明書の交付  

戸籍の謄本若

しくは抄本又

は戸籍証明書

の交付手数料 

１通につき

４５０円 

２ 法第１０条第１項、第１０条の２

第１項若しくは第３項から第５項ま

で又は第１２６条の規定に基づく戸

籍に記載した事項に関する証明書の

戸籍記載事項

に関する証明

書の交付手数

料 

証明事項１件

につき  ３５

０円 
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交付

３ 法第１２０条の３第２項の規定に

基づく戸籍電子証明書提供用識別符

号の発行 

戸籍電子証明

書提供用識別

符号の発行手

数料 

戸籍電子証明

書提供用識別

符号１件につ

き ４００円

４ 次に掲げる事務

( 1 ) 法第１２条の２において準用す

る法第１０条第１項若しくは第１

０条の２第１項若しくは第３項か

ら第５項までの規定又は法第１２

６条の規定に基づく除かれた戸籍

の謄本若しくは抄本の交付  

( 2 ) 法第１２０条第１項、第１２０

条の２第１項又は第１２６条の規

定に基づく除籍証明書の交付 

除かれた戸籍

の謄本若しく

は抄本又は除

籍証明書の交

付手数料 

１通につき

７５０円 

５ 法第１２条の２において準用する

法第１０条第１項若しくは第１０条

の２第１項若しくは第３項から第５

項までの規定又は法第１２６条の規

定に基づく除かれた戸籍に記載した

事項に関する証明書の交付 

除かれた戸籍

の記載事項に

関する証明書

の交付手数料 

証明事項１件

につき  ４５

０円 

６ 法第１２０条の３第２項の規定に

基づく除籍電子証明書提供用識別符

号の発行 

除籍電子証明

書提供用識別

符号の発行手

数料 

除籍電子証明

書提供用識別

符号１件につ

き ７００円 

７ 次に掲げる事務

( 1 ) 法第４８条第１項（法第１１７

条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む。）の規定に基づく届出又は申

請の受理の証明書の交付  

( 2 ) 法第４８条第２項（法第１１７

届出若しくは

申請の受理の

証明書、届書

その他市長の

受理した書類

の記載事項の

１通につき  

３５０円（婚

姻、離婚、養

子縁組、養子

離縁又は認知

の届出の受理
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条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む。）又は第１２６条の規定に基

づく届書その他市長の受理した書

類に記載した事項の証明書の交付  

( 3 ) 法第１２０条の６第１項の規定

に基づく届書等情報の内容の証明

書の交付 

証明書又は届

書等情報の内

容の証明書の

交付手数料 

について、請

求により戸籍

法 施 行 規 則

（昭和２２年

司法省令第９

４号）附録第

２１号書式を

用いる場合に

あっては、１

通につき１，

４００円） 

８ 次に掲げる事務

( 1 ) 法第４８条第２項（法第１１７

条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含

む。）の規定に基づく届書その他

市長の受理した書類を閲覧に供す

る事務  

( 2 ) 法第１２０条の６第１項の規定

に基づく届書等情報の内容を表示

したものを閲覧に供する事務 

届書その他市

長の受理した

書類又は届書

等情報の内容

を表示したも

のの閲覧手数

料 

書類又は届書

等情報の内容

を表示したも

の１件につき

３５０円

備考

  １ ３の項に掲げる事務には、次の各号に掲げる事務を除く。

(1 ) 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４年

法律第１５１号）第７条第１項の規定により同法第６条第１項に規

定する電子情報処理組織を使用する方法（地方公共団体の手数料の

標準に関する政令に規定する総務省令で定める金額等を定める省令

（平成１２年自治省令第５号）第１条の２に規定する方法に限る。

以下この表において同じ。）により戸籍電子証明書提供用識別符号

の発行を行う場合（当該発行に係る戸籍電子証明書の請求が同項の

規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用する方法により

行われた場合に限る。）における当該発行  

-28-



(2 ) 戸籍電子証明書提供用識別符号の発行に係る戸籍電子証明書の請

求を行う者が同時に当該戸籍電子証明書が証明する事項と同一の事

項を証明する戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍証明書の請求を行う

場合における当該発行  

  ２ ６の項に掲げる事務には、次の各号に掲げる事務を除く。

(1 ) 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律第７条第１項

の規定により同法第６条第１項に規定する電子情報処理組織を使用

する方法により除籍電子証明書提供用識別符号の発行を行う場合

（当該発行に係る除籍電子証明書の請求が同項の規定により同項に

規定する電子情報処理組織を使用する方法により行われた場合に限

る。）における当該発行  

(2 ) 除籍電子証明書提供用識別符号の発行に係る除籍電子証明書の請

求を行う者が同時に当該除籍電子証明書が証明する事項と同一の事

項を証明する除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍証明書の請

求を行う場合における当該発行  

 附 則 

この条例は、令和６年３月１日から施行する。

提案理由

戸籍法の一部改正に伴い、戸籍証明書及び除籍証明書の広域交付等に係

る手数料を定めたいので、この案を提出する。 
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議案第１９号

上尾市租税特別措置法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例の制

定について

 上尾市租税特別措置法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定める。 

令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市租税特別措置法関係手数料徴収条例の一部を改正する条例

上尾市租税特別措置法関係手数料徴収条例（平成１２年上尾市条例第２３

号）の一部を次のように改正する。 

別表中３の項を削り、４の項を３の項とし、５の項を４の項とし、６の項

を５の項とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

  租税特別措置法施行令の一部改正に伴い、特定の民間再開発事業の認定

の申請に係る手数料を廃止したいので、この案を提出する。 
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議案第２０号

上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例の一部を改正する条例の制定

について

上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。

令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例の一部を改正する条例

上尾市建築基準法等関係手数料徴収条例（平成１２年上尾市条例第２５号）

の一部を次のように改正する。

別表第２中５７の項を５９の項とし、５６の項の次に次のように加える。

５ ７  政 令 第 １ ３ ７ 条 の

１ ２ 第 ６ 項 の 規 定 に 基

づ く 既 存 建 築 物 の 大 規

模 修 繕 等 の 認 定 の 申 請

に対する審査

既 存 建 築 物 の 大 規 模

修 繕 等 に 対 す る 敷 地

と 道 路 と の 関 係 の 建

築 制 限 の 緩 和 に 係 る

認定申請手数料 

１件につき  ２万

７，０００円

５ ８  政 令 第 １ ３ ７ 条 の

１ ２ 第 ７ 項 の 規 定 に 基

づ く 既 存 建 築 物 の 大 規

模 修 繕 等 の 認 定 の 申 請

に対する審査

既 存 建 築 物 の 大 規 模

修 繕 等 に 対 す る 道 路

内 に お け る 建 築 制 限

の 緩 和 に 係 る 認 定 申

請手数料 

１件につき  ２万

７，０００円

 附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

提案理由

  建築基準法の一部改正に伴い、既存建築物の大規模修繕等に対する建築

制限の緩和の認定の申請に係る手数料を定めたいので、この案を提出する。
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議案第２１号

上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴

収条例の一部を改正する条例の制定について

上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴収条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴

収条例の一部を改正する条例

 上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料徴収条

例（平成２８年上尾市条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。

上尾市建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律関係手数料

徴収条例

 第１条中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物

のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。 

 別表２の項手数料の金額の欄第１号イ (ｱ )中「、 (2 )イ、４の項 (1 )イ」を「及

び (2)イ並びに４の項 (1)イ」に改め、「並びに６の項 (1)イ、 (2)イ及び (3)イ」を

削り、同表６の項手数料の金額の欄第１号イ (ｱ )中「床面積の合計」の次に

「（市長が別に定める建築物については、共用部分の床面積を除く。 (ｲ )から

(ｴ )まで、 (2 )イ及び (3)イにおいて同じ。）」を加え、同表７の項事務の種類の

欄中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則」を「建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則」に改める。 

附 則

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、別表２の項及び６

の項の改正規定は、公布の日から施行する。 

-32-



提案理由

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部改正に伴い、所

要の改正を行いたいので、この案を提出する。 
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議案第２２号

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に

関する条例の制定について

 上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例を次のように定める。 

  令和６年２月１６日提出

 上尾市長  畠 山  稔

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に

関する条例

 上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例（昭和４３年上尾市条例第７号）の全部を改正する。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務

災害補償に関する法律（昭和３２年法律第１４３号。以下この条及び次条

において「法」という。）第４条第１項の規定に基づき、市立学校（市立

の小学校及び中学校をいう。）の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師（次

条において「学校医等」という。）の法第３条に規定する補償（以下「補

償」という。）の範囲、金額及び支給方法その他補償に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（通知） 

第２条 学校医等の災害（負傷、疾病、障害又は死亡をいう。）が公務上の

ものであるときは、上尾市教育委員会（第４条において「教育委員会」と

いう。）は、補償を受けるべき者に対して、その者が法によって補償を受

ける権利を有する旨を通知しなければならない。 

（補償の範囲、金額、支給方法等） 

第３条 補償の範囲、金額及び支給方法その他補償に関し必要な事項につい

ては、この条例に定めるもののほか、公立学校の学校医、学校歯科医及び

学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令（昭和３２年政令第２８３

号）の規定の例による。 

（報告、出頭等） 

第４条 教育委員会は、補償の実施のため必要があると認めるときは、補償
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を受けようとする者又はその他の関係人に対して、報告をさせ、文書を提

出させ、出頭を命じ、又は医師の診断若しくは検案を受けさせることがで

きる。 

（委任） 

第５条 この条例の実施に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。

 附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

提案理由

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を

定める政令の一部改正に伴う対応の現状を踏まえ、学校医等の公務上の災

害に対する補償に関する規定方法を見直したいので、この案を提出する。
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議案第２３号

上尾市民体育館条例及び上尾市平塚サッカー場条例の一部を改正する

条例の制定について

 上尾市民体育館条例及び上尾市平塚サッカー場条例の一部を改正する条例

を次のように定める。

令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市民体育館条例及び上尾市平塚サッカー場条例の一部を改正する

条例

 （上尾市民体育館条例の一部改正） 

第１条 上尾市民体育館条例（昭和５４年上尾市条例第２２号）の一部を次

のように改正する。

  第４条第１項中「次の各号に掲げる施設等の区分に応じ、当該各号に定

めるところによる」を「午前９時から午後９時までとする」に改め、同項

各号を削る。

（上尾市平塚サッカー場条例の一部改正）

第２条 上尾市平塚サッカー場条例（平成１７年上尾市条例第５０号）の一

部を次のように改正する。

  第３条中「午前８時から午後９時まで」を「午前６時から午後９時まで

（教育委員会規則で定める期間にあっては、午前８時から午後９時まで）」

に改める。

  別表中備考以外の部分を次のように改める。

別表（第１４条関係）

利用区分／利用

単位 

利用料金の額

早朝 午前１ 午前２ 午後 夜間１ 夜間２

サ ッ

カ ー

場 

一般・ 

学生

全

面 

４，８

００円

７，２

００円

７，２

００円

７，２

００円

４，８

００円

４，８

００円

半

面 

２，４

００円

３，６

００円

３，６

００円

３，６

００円

２，４

００円

２，４

００円

児童・ 

生徒

全

面 

２，４

００円

３，６

００円

３，６

００円

３，６

００円

２，４

００円

２，４

００円
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半

面 

１，２

００円

１，８

００円

１，８

００円

１，８

００円

１，２

００円

１，２

００円

夜 間

照 明

設備

全点灯 １時間につき１，６００円

１／２点

灯
１時間につき８００円

  別表備考第１号中「午前１とは」を「早朝とは午前６時から午前８時ま

でを、午前１とは」に改める。

附 則

 （施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

 （適用区分） 

２ 第１条の規定による改正後の上尾市民体育館条例（以下「新条例」とい

う。）第４条第１項の規定は、令和６年４月１日以後の上尾市民体育館の

施設等（新条例第２条第１号に規定する施設等をいう。以下同じ。）の利

用について適用し、同日前の上尾市民体育館の施設等の利用については、

なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の上尾市平塚サッカー場条例の規定は、令和

６年４月１日以後の上尾市平塚サッカー場の利用について適用し、同日前

の上尾市平塚サッカー場の利用については、なお従前の例による。 

提案理由

上尾市民体育館及び上尾市平塚サッカー場の利用の促進及びサービスの

向上を図るため、施設の利用時間等を変更したいので、この案を提出する。
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議案第２４号

 上尾市立保育所条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市立保育所条例の一部を改正する条例を次のように定める。

  令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市立保育所条例の一部を改正する条例

 上尾市立保育所条例（平成２７年上尾市条例第１３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表中８の項を削り、９の項を８の項とし、１０の項から１３の項までを

１項ずつ繰り上げ、１４の項を削る。 

 附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

提案理由

耐震診断等の結果を踏まえ上尾市立大石保育所を閉所するほか、市立保

育所として時限的に運営してきた上尾市立紅花保育園を閉園したいので、

この案を提出する。
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議案第２５号

 上尾市敬老祝金条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市敬老祝金条例の一部を改正する条例を次のように定める。

  令和６年２月１６日提出

 上尾市長  畠 山  稔

上尾市敬老祝金条例の一部を改正する条例

 上尾市敬老祝金条例（平成１７年上尾市条例第７号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第２項第１号中「１０，０００円」を「５，０００円」に改める。

 附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

提案理由

敬老事業の見直しに伴い、贈呈する敬老祝金の額を改めたいので、この

案を提出する。 
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議案第２６号

上尾市重度心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例の制定に

ついて

 上尾市重度心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

  令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市重度心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例

 上尾市重度心身障害者医療費支給条例（昭和４８年上尾市条例第３６号）

の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項第１号中クをコとし、イからキまでをエからケまでとし、ア

の次に次のように加える。 

イ 他の市町村から援護を受け、介護保険法（平成９年法律第１２３号）

第８条第１１項に規定する特定施設に入居し、又は同条第２５項に規

定する介護保険施設に入所している者 

ウ 他の市町村が、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１１条

第１項第１号の規定により、同法第２０条の４に規定する養護老人ホ

ームに入所を委託している者

 第３条第１項中第１１号を第１３号とし、第３号から第１０号までを２号

ずつ繰り下げ、第２号の次に次の２号を加える。 

(3) 本市から援護を受け、本市の区域外に設置されている介護保険法第８

条第１１項に規定する特定施設に入居し、又は同条第２５項に規定する

介護保険施設に入所している者 

(4) 本市が、老人福祉法第１１条第１項第１号の規定により、本市の区域

外に設置されている同法第２０条の４に規定する養護老人ホームに入所

を委託している者

 第３条第２項中第４号を削り、第５号を第４号とし、同項に次の３号を加

える。 

(5) 上尾市こども医療費支給条例（昭和４８年上尾市条例第２３号）に基

づき同条例第３条に規定するこども医療費の支給を現に受けている者

(6) 上尾市ひとり親家庭等医療費支給条例（平成４年上尾市条例第２８号）
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に基づき同条例第３条第１項に規定するひとり親家庭等医療費の支給を

現に受けている者 

(7) 他の市町村が行う重度心身障害者医療費の支給に相当する医療費の支

給を現に受けている者

附 則

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の上尾市重度心身障害者医療費支給条例第３条第

１項第１号イ及びウ、第３号並びに第４号の規定は、この条例の施行の日

以後に入居し、又は入所した者について適用し、同日前に入居し、又は入

所した者については、なお従前の例による。 

提案理由

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改

正に伴い、重度心身障害者医療費の支給対象を見直したいので、この案を

提出する。 
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議案第２７号

 上尾市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。

  令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市介護保険条例の一部を改正する条例 

 上尾市介護保険条例（平成１２年上尾市条例第４１号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第４条を次のように改める。

第４条 削除 

第５条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８

年度」に改め、同項第１号中「２０，１７０円」を「２１，５３５円」に改

め、同項第２号中「２８，２３９円」を「３４，００３円」に改め、同項第

３号中「４７，０６５円」を「５１，７６１円」に改め、同項第４号中「５

５，８０５円」を「６８，００７円」に改め、同項第５号中「６７，２３６

円」を「７５，５６４円」に改め、同項第６号中「７５，９７６円」を「９

０，６７６円」に改め、同号ア中「いい、所得税法（昭和４０年法律第３３

号）第２８条第１項に規定する給与所得及び同法第３５条第３項に規定する

公的年金等に係る所得の合計額については、同法第２８条第２項の規定によ

って計算した金額及び同法第３５条第２項第１号の規定によって計算した金

額の合計額から１０万円を控除して得た額（当該額が零を下回る場合には、

零とする。）によるものとし、」を「いう。以下この項において同じ。）（」

に改め、同号イ中「又は第１０号イ」を「、第１０号イ、第１１号イ又は第

１２号イ」に改め、同項第７号中「８４，０４５円」を「９８，２３３円」

に改め、同号イ中「又は第１０号イ」を「、第１０号イ、第１１号イ又は第

１２号イ」に改め、同項第８号中「１００，８５４円」を「１１３，３４６

円」に改め、同号イ中「又は第１０号イ」を「、第１０号イ、第１１号イ又

は第１２号イ」に改め、同項第９号中「１１４，３０１円」を「１２８，４

５８円」に改め、同号ア中「４００万円」を「４２０万円」に改め、同号イ

中「又は次号イ」を「、次号イ、第１１号イ又は第１２号イ」に改め、同項

第１０号中「１２４，３８６円」を「１４３，５７１円」に改め、同号ア中
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「５００万円」を「５２０万円」に改め、同号イ中「部分を除く。）」の次

に「、次号イ又は第１２号イ」を加え、同項第１１号中「１３４，４７２円」

を「１８１，３５３円」に改め、同号を同項第１３号とし、同項第１０号の

次に次の２号を加える。 

(11 ) 次のいずれかに該当する者 １５８，６８４円

ア 合計所得金額が６２０万円未満である者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区

分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの

（令第３９条第１項第１号イ（ (1)に係る部分を除く。）又は次号イに

該当する者を除く。）  

(1 2 ) 次のいずれかに該当する者 １７３，７９７円

ア 合計所得金額が７２０万円未満である者であり、かつ、前各号のい

ずれにも該当しないもの

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区

分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの

（令第３９条第１項第１号イ（ (1)に係る部分を除く。）に該当する者

を除く。）  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の上尾市介護保険条例第５条第１項の規定は、令

和６年度以後の年度分の介護保険の保険料について適用し、令和５年度以

前の年度分の当該保険料については、なお従前の例による。 
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提案理由

令和６年度から令和８年度までの間における介護保険料の額を定めるほ

か、本市における保健福祉事業の利用の現状を踏まえ当該事業を廃止した

いので、この案を提出する。 
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議案第２８号

上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例等の一部を改正する条例の制定について

上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例等の一部を改正する条例 

（上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部改正） 

第１条 上尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例（平成２４年上尾市条例第３３号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第３条第５項中「第１７条の１２」を「第６４条第１号ハ」に改める。

  第６条第５項第５号中「第６５条」を「第６５条第１項」に改め、同項

中第１１号を削り、第１２号を第１１号とする。 

  第７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第２４条第６号中「行ってはならない」を「行わない」に改め、同条中

第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第７号の次に次の２号を

加える。 

(8 ) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該

利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以

下「身体的拘束等」という。）を行わないこと。 

(9 ) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。

  第３４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重

要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を

「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要
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事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

  第４２条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第４号中「第２６条第１１項」を「第２６条第１０項」に改め、同項第

８号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第９号とし、

同項第７号を同項第８号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を

「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号の次に次の

１号を加える。

(5 ) 第２４条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

  第４７条第４項中第１１号を削り、第１２号を第１１号とする。 

  第４８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第５１条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号

とし、第４号の次に次の２号を加える。

(5 ) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束等を行わないこと。 

(6 ) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。

  第５８条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号

とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同

項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

(3 ) 第５１条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

  第５９条の４ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

  第５９条の９中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次

に次の２号を加える。 

(5 ) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、
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身体的拘束等を行わないこと。

(6 ) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。

  第５９条の１９第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改

め、同項第６号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号

の次に次の１号を加える。 

(3 ) 第５９条の９第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

  第５９条の２２中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号」

を「同項第５号」に改める。 

  第５９条の２６第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

  第５９条の３２中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を

第５号とし、第２号の次に次の２号を加える。 

(3 ) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束等を行わないこと。 

(4 ) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。

  第５９条の３９第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改

め、同項第７号を同項第８号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規

定による」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規

定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号

の次に次の１号を加える。 

(4 ) 第５９条の３２第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

  第６２条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第６５条第２項中「指定介護療養型医療施設」を「健康保険法等の一部
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を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前

の法第８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。 

  第６６条第１項各号中「同一敷地内にある」を削る。

  第７０条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次

の２号を加える。 

(5 ) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、身体的拘束等を行わないこと。 

(6 ) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。

  第７１条第１項中「及び次条」を削る。 

  第７９条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第６号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の

規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次

の１号を加える。 

(3 ) 第７０条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

  第８２条第６項の表当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲

げる施設等のいずれかが併設されている場合の項中「、指定介護療養型医

療施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第４号に規定

する療養病床を有する診療所であるものに限る。）」を削る。 

  第８３条第１項ただし書を次のように改める。

ただし、指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

  第９２条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以

下「身体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条中第８

号を第９号とし、第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

(7 ) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図
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るため、次に掲げる措置を講ずること。

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の会議を３

月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その

他の従業者に周知徹底を図ること。この場合において、当該委員会

の会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための

研修を定期的に実施すること。 

  第１０６条の次に次の１条を加える。

  （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の設置） 

第１０６条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向

上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの

質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会を設

置し、その会議を定期的に開催しなければならない。この場合において、

当該委員会の会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるも

のとする。 

  第１０７条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の

規定による」に改める。

  第１１１条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設

する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所」を削る。 

  第１２１条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあるこ

と等により」を削る。 

  第１２５条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に

次の５項を加える。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医

療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を
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定めるよう努めなければならない。

(1 ) 利用者の病状が急変した場合その他必要な場合において、医師又は

看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。

(2 ) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあっ

た場合において、診療を行う体制を常時確保していること。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療

機関との間で、利用者の病状が急変した場合その他必要な場合の対応を

確認するとともに、協力医療機関の名称等を当該指定認知症対応型共同

生活介護事業者に係る指定を行った市長に届け出なければならない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第

１７項に規定する第２種協定指定医療機関（以下「第２種協定指定医療

機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型イ

ンフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９

項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決

めるよう努めなければならない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定

指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との

間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならな

い。 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その

他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能

となった場合においては、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業

所に速やかに入居させることができるよう努めなければならない。 

  第１２７条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の

規定による」に改める。

  第１２８条中「及び第１０４条」を「、第１０４条及び第１０６条の２」

に改める。 

  第１３０条第７項中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条に次の１

項を加える。 

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号ア
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の規定の適用については、同号ア中「１」とあるのは、「０．９」とす

る。 

(1 ) 第１４９条において準用する第１０６条の２に規定する委員会にお

いて、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽

減を図るための取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行

い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮

ウ 緊急時の体制整備

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号に

おいて「介護機器」という。）の定期的な点検

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修

(2) 介護機器を複数種類活用していること。

(3 ) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を

図るため、地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行ってい

ること。 

(4 ) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を

図る取組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われ

ていると認められること。 

  第１３１条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

  第１４７条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づ

き協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医

療機関を定めるよう努めなければならない。 

(1 ) 利用者の病状が急変した場合その他必要な場合において、医師又は

看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。

(2 ) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求

めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合その他必要な場合

の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を当該指定地域密着
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型特定施設入居者生活介護事業者に係る指定を行った市長に届け出なけ

ればならない。 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第２種協定指定医

療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう努めな

ければならない。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第

２種協定指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療

機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけれ

ばならない。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療

機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退

院が可能となった場合においては、再び当該指定地域密着型特定施設に

速やかに入居させることができるよう努めなければならない。 

  第１４８条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の

規定による」に改める。

  第１４９条中「及び第９９条」を「、第９９条及び第１０６条の２」に

改める。 

  第１５１条第８項第３号中「若しくは」を「又は」に改め、「又は介護

支援専門員（指定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。 

  第１５２条第１項第６号中「医療法」の次に「（昭和２３年法律第２０

５号）」を加える。 

  第１６５条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当

該医師及び当該協力医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の

協力を得て、１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行

い、必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を行わなければなら

ない。 

  第１６６条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

  第１６７条第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同条第

６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同条第７号とし、

第５号の次に次の１号を加える。 
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(6 ) 第１７７条において準用する第３８条第２項の規定による苦情の内

容等を記録すること。

  第１７２条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項を次

のように改める。 

指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の病状の急変等に備える

ため、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第３

号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。以下この項に

おいて同じ。）を定め、又は当該各号に掲げる要件を満たすよう複数の

医療機関を協力医療機関として定めておかなければならない。 

(1 ) 入所者の病状が急変した場合その他必要な場合において、医師又は

看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。

(2 ) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場

合において、診療を行う体制を常時確保していること。

(3 ) 入所者の病状が急変した場合その他必要な場合において、当該指定

地域密着型介護老人福祉施設の医師又は協力医療機関その他の医療機

関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原

則として受け入れる体制を確保していること。 

  第１７２条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関

との間で、入所者の病状が急変した場合その他必要な場合の対応を確認

するとともに、協力医療機関の名称等を当該指定地域密着型介護老人福

祉施設に係る指定を行った市長に届け出なければならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第２種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならな

い。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第２種協定指定

医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、

新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の

医療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能とな

った場合においては、再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速や
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かに入所させることができるよう努めなければならない。

  第１７６条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の

規定による」に改める。 

  第１７７条中「及び第５９条の１７第１項から第４項まで」を「、第５

９条の１７第１項から第４項まで及び第１０６条の２」に改める。

  第１８７条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型

施設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

  第１８９条中「第４項まで」の次に「、第１０６条の２」を加える。 

  第１９０条中「第１７条の１２」を「第６４条第１号ハ」に改める。 

  第１９１条第７項中第４号を削り、第５号を第４号とする。 

  第１９２条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げ

る施設等」を削る。 

  第１９７条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅にお

いて、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活

上の世話及び機能訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助を」に改

め、同条中第１１号を第１２号とし、第７号から第１０号までを１号ずつ

繰り下げ、第６号の次に次の１号を加える。 

(7 ) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化

を図るため、次に掲げる措置を講ずること。

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の会議を３

月に１回以上開催するとともに、その結果について、看護小規模多

機能型居宅介護従業者に周知徹底を図ること。この場合において、

当該委員会の会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正

化のための研修を定期的に実施すること。

  第２０１条第２項第３号、第４号及び第７号から第９号までの規定中

「に規定する」を「の規定による」に改める。 
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  第２０２条中「及び第１０６条」を「、第１０６条及び第１０６条の２」

に改める。 

（上尾市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 上尾市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２４年上尾市条例第３４号）

の一部を次のように改正する。 

  第６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。

  第９条第２項中「指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正

する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定に

よりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前

の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。第

４４条第６項において同じ。）」を「健康保険法等の一部を改正する法律

（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第８条第１

項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。 

  第１０条第１項各号中「同一敷地内にある」を削る。 

  第３２条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重

要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を

「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項

をウェブサイトに掲載しなければならない。 

  第４０条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第６号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定によ

る」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の

規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次

の１号を加える。

(3 ) 第４２条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制

限する行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その
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際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

  第４２条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め、同号を同条第

１６号とし、同条中第１３号を第１５号とし、第１０号から第１２号まで

を２号ずつ繰り下げ、第９号の次に次の２号を加える。 

(1 0 ) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

場合を除き、身体的拘束等を行わないこと。  

(11 ) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。

  第４４条第６項の表当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に

中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項中「、指定介護

療養型医療施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第４

号に規定する療養病床を有する診療所であるものに限る。）」を削る。 

  第４５条第１項ただし書を次のように改める。

ただし、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の職

務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるも

のとする。 

  第５３条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以

下「身体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の

１項を加える。 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正

化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。

(1 ) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の会議を３月

に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の

従業者に周知徹底を図ること。この場合において、当該委員会の会議

は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

(3 ) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研

修を定期的に実施すること。 

  第６３条の次に次の１条を加える。
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  （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資

する方策を検討するための委員会の設置） 

第６３条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サ

ービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、

当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全

並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討

するための委員会を設置し、その会議を定期的に開催しなければならな

い。この場合において、当該委員会の会議は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。 

  第６４条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規

定による」に改める。

  第７２条第１項中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定小

規模多機能型居宅介護事業所」を削る。 

  第７９条中「若しくは」を「又は」に改め、「これらの事業所、施設等

が同一敷地内にあること等により」を削る。

  第８３条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次

の５項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づ

き協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医

療機関を定めるよう努めなければならない。 

(1 ) 利用者の病状が急変した場合その他必要な場合において、医師又は

看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること。

(2 ) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求

めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保していること。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、

協力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合その他必要な場合

の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を当該指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行った市長に届け出なけ

ればならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び

-57-



感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）

第６条第１７項に規定する第２種協定指定医療機関（次項において「第

２種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項

に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感

染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）

の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第

２種協定指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療

機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなけれ

ばならない。 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療

機関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退

院が可能となった場合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業所に速やかに入所させることができるよう努めなけれ

ばならない。 

  第８５条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規

定による」に改める。

  第８６条中「、第３７条（第４項を除く。）、第３８条、第３９条」を

「から第３９条まで（第３７条第４項及び第３９条第５項を除く。）」に、

「及び第６１条」を「、第６１条及び第６３条の２」に改める。 

（上尾市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める

条例の一部改正） 

第３条 上尾市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例（平成２６年上尾市条例第３８号）の一部を次のように改正する。

  第５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置

者である指定介護予防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援

事業所」という。）」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定

に係る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必
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要な数の介護支援専門員を置かなければならない。 

  第６条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所

（以下「指定介護予防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中

「前項に規定する」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予

防支援事業者が前項の規定により置く」に改め、同条に次の２項を加える。

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規

定により置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３

６号）第１４０条の６６第１号イ (3)に規定する主任介護支援専門員（以

下この項において「主任介護支援専門員」という。）でなければならな

い。ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得

ない理由がある場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員

を除く。）を第１項に規定する管理者とすることができる。

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。た

だし、次に掲げる場合は、この限りでない。

(1 ) 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の

職務に従事する場合

(2 ) 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護

予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る。）

  第７条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」

を加え、同条第３項中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者で

ある指定介護予防支援事業者の場合にあっては、介護支援専門員。以下こ

の章及び次章において同じ。）」を加える。 

  第１３条に次の２項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利

用料のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居

宅を訪問して指定介護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の

支払を利用者から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規

定する費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行

い、利用者の同意を得なければならない。 
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  第１４条中「前条」を「前条第１項」に改める。

  第１５条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設

置者である指定介護予防支援事業者」に改め、同条第４号中「規定」の次

に「（第３３条第２９号の規定を除く。）」を加える。 

  第２４条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重

要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を

「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。

  第３１条第２項第２号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６

号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を

同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、

同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

(3 ) 第３３条第３号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制限

する行為（同条第２号及び第３号において「身体的拘束等」という。）

の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録  

  第３３条中第３０号を第３２号とし、第１８号から第２９号までを２号

ずつ繰り下げ、同条第１７号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月

並びに利用者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」

を削り、同号ウを同号オとし、同号イ中「訪問しない月」の次に「（イた

だし書の規定によりテレビ電話装置等を活用して利用者に面接する月を除

く。）」を加え、同号イを同号エとし、同号アの次に次のように加える。

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行

うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービス

の提供を開始する月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下この

号において単に「期間」という。）について、少なくとも連続する

２期間に１回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の

居宅を訪問しない期間において、テレビ電話装置等を活用して、利

用者に面接することができる。 
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(ｱ ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書に

より利用者の同意を得ていること。

(ｲ ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治

の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。  

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことが

できること。 

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは

把握できない情報について、担当者から提供を受けること。

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化

があったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。

  第３３条中第１７号を第１９号とし、第２号から第１６号までを２号ず

つ繰り下げ、第１号の次に次の２号を加える。 

(2 ) 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束等を行わないこと。  

(3 ) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。

  第３３条に次の１号を加える。 

(3 3 ) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第１

１５条の３０の２第１項の規定により市長から情報の提供を求められ

た場合には、その求めに応じること。  

（上尾市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例の一部改正） 

第４条 上尾市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例（平成３０年上尾市条例第２３号）の一部を次のように改正す

る。 

  第５条第２項を次のように改める。 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数（当該指定居宅介護支援事

業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条

の２３第３項の規定により地域包括支援センターの設置者である指定介
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護予防支援事業者から委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業所にお

いて指定介護予防支援（法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援

をいう。以下この項及び第１６条第３２号において同じ。）を行う場合

にあっては、当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該

事業所における指定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数を

加えた数。次項において同じ。）が４４又はその端数を増すごとに１と

する。 

  第５条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人

国民健康保険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央

会という名称で設立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居

宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算

機と接続された居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理シス

テムを利用し、かつ、事務職員を配置している場合における第１項に規

定する員数の基準は、利用者の数が４９又はその端数を増すごとに１と

する。 

  第６条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 

  第７条第２項を次のように改める。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、居宅サービス計画が第４条に

規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものであり、利

用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることがで

きること等につき説明を行い、理解を得なければならない。 

  第７条第８項を同条第９項とし、同条第７項各号列記以外の部分中「第

４項」を「第５項」に改め、同項第１号中「第４項各号」を「第５項各号」

に改め、同項を同条第８項とし、同条第６項中「第４項第１号」を「第５

項第１号」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項を同条第６項とし、

同条第４項中「第７項」を「第８項」に改め、同項を同条第５項とし、同

条中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護
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支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介

護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項にお

いて「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス

計画の数が占める割合及び前６月間に当該指定居宅介護支援事業所にお

いて作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回

数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス

事業者によって提供されたものが占める割合につき説明を行い、理解を

得るよう努めなければならない。 

  第１６条中第３１号を第３３号とし、同条第３０号中「に基づき、」の

次に「地域包括支援センターの設置者である」を加え、同号を同条第３２

号とし、同条中第２９号を第３１号とし、第１６号から第２８号までを２

号ずつ繰り下げ、同条第１５号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、

同号イを同号ウとし、同号アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行

うこと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくと

も２月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、

利用者の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用

して、利用者に面接することができるものとする。 

(ｱ ) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書に

より利用者の同意を得ていること。

(ｲ ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治

の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。  

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことが

できること。

ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリン

グでは把握できない情報について、担当者から提供を受けるこ

と。

  第１６条第１５号を同条第１７号とし、同条第１４号中「主治の医師若

しくは歯科医師」を「主治の医師等」に改め、同号を同条第１６号とし、

同条中第１３号を第１５号とし、第３号から第１２号までを２号ずつ繰り

-63-



下げ、第２号の次に次の２号を加える。

(3 ) 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体

的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」と

いう。）を行わないこと。  

(4 ) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録すること。

  第２５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重

要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を

「重要事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。

  第３２条第２項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に

改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加え

る。 

(3 ) 第１６条第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

附 則

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、次に掲げる規

定は、適用しない。

(1) 第１条の規定による改正後の上尾市指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（以下「新地域密着型サ

ービス基準条例」という。）第３４条第３項（新地域密着型サービス基

準条例第５９条、第５９条の２０、第５９条の２２、第５９条の４０、

第８０条、第１０８条、第１２８条、第１４９条、第１７７条、第１８

９条及び第２０２条において準用する場合を含む。） 
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(2) 第２条の規定による改正後の上尾市指定地域密着型介護予防サービス

の事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

（以下「新地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）第３２条

第３項（新地域密着型介護予防サービス基準条例第６５条及び第８６条

において準用する場合を含む。） 

(3) 第３条の規定による改正後の上尾市指定介護予防支援等の事業の人員

及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準等を定める条例（以下「新指定介護予防支援等基

準条例」という。）第２４条第３項（新指定介護予防支援等基準条例第

３５条において準用する場合を含む。） 

(4) 第４条の規定による改正後の上尾市指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準等を定める条例（以下「新指定居宅介護支援等基

準条例」という。）第２５条第３項（新指定居宅介護支援等基準条例第

３３条において準用する場合を含む。） 

 （身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、新地域密着型

サービス基準条例第９２条第７号及び第１９７条第７号の規定の適用につ

いては、これらの規定中「講ずる」とあるのは「講ずるよう努める」と

し、新地域密着型介護予防サービス基準条例第５３条第３項の規定の適用

については、同項中「講じなければ」とあるのは「講じるよう努めなけれ

ば」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

る方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

４ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新地域密着型

サービス基準条例第１０６条の２（新地域密着型サービス基準条例第１２

８条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及び第２０２条において準用

する場合を含む。）及び新地域密着型介護予防サービス基準条例第６３条

の２（新地域密着型介護予防サービス基準条例第８６条において準用する

場合を含む。）の規定の適用については、これらの規定中「開催しなけれ

ば」とあるのは、「開催するよう努めなければ」とする。 
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 （協力医療機関との連携に関する経過措置） 

５ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新地域密着型

サービス基準条例第１７２条第１項（新地域密着型サービス基準条例第１

８９条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中

「定めておかなければ」とあるのは、「定めておくよう努めなければ」と

する。 

提案理由

厚生労働省令の改正に伴い、本市の介護サービスに係る基準を当該厚生

労働省令で定める基準と同様のものに改めたいので、この案を提出する。 
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議案第２９号

上尾市水道事業の設置等に関する条例及び上尾市公共下水道事業の設

置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

 上尾市水道事業の設置等に関する条例及び上尾市公共下水道事業の設置等

に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

  令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市水道事業の設置等に関する条例及び上尾市公共下水道事業の設

置等に関する条例の一部を改正する条例

次に掲げる条例の規定中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の

２の８第８項」に改める。 

(1) 上尾市水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年上尾市条例第２６

号）第６条

(2) 上尾市公共下水道事業の設置等に関する条例（平成３０年上尾市条例

第４１号）第５条

 附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

提案理由

  地方自治法の一部改正に伴い、所要の改正を行いたいので、この案を提

出する。
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議案第３０号

上尾市水道事業給水条例及び上尾市水道事業布設工事監督者の配置基

準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部

を改正する条例の制定について

上尾市水道事業給水条例及び上尾市水道事業布設工事監督者の配置基準及

び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する

条例を次のように定める。

  令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

上尾市水道事業給水条例及び上尾市水道事業布設工事監督者の配置基

準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部

を改正する条例

 （上尾市水道事業給水条例の一部改正）

第１条 上尾市水道事業給水条例（昭和３８年上尾市条例第１８号）の一部

を次のように改正する。

第３条第２号中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。

（上尾市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術

管理者の資格基準に関する条例の一部改正） 

第２条 上尾市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道

技術管理者の資格基準に関する条例（平成２５年上尾市条例第２１号）の

一部を次のように改正する。

  第４条第６号中「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」に改

める。 

 附 則

この条例は、令和６年４月１日から施行する。

提案理由

  水道法の一部改正に伴い、所要の改正を行いたいので、この案を提出す

る。
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議案第３１号

専決処分の承認を求めることについて

 令和５年度上尾市一般会計補正予算（第９号）について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、その承認を求める。

  令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔 

提案理由

デフレ完全脱却のための総合経済対策の閣議決定を踏まえ、物価高騰く

らし支援給付金の支給等を実施するため、その経費を計上した令和５年度

上尾市一般会計補正予算（第９号）を緊急に編成する必要が生じ、令和６

年１月１７日専決処分したので、地方自治法第１７９条第３項の規定によ

り、この案を提出する。 
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議案第３２号

財産の取得について 

下記のとおり小学校教師用指導書を取得することについて、議決を求める。

令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

 記 

１ 物 品 の 数 量  小学校教師用指導書 ２，８２４冊 

２ 取 得 の 目 的  小学校使用教科用図書の採択による買換えのため。

３ 取 得 の 方 法  随意契約 

４ 取 得 価 格  ８１，９００，８３０円 

５ 契約の相手方  上尾市小泉五丁目３１番地１８ 

株式会社高砂屋書店上尾支店 

提案理由

小学校教師用指導書を取得したいので、議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、この案を提出する。
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議案第３３号

財産の取得について 

下記のとおり小学校教師用指導書を取得することについて、議決を求める。

令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

 記 

１ 物 品 の 数 量  小学校教師用指導書 １，６８３冊 

２ 取 得 の 目 的  小学校使用教科用図書の採択による買換えのため。

３ 取 得 の 方 法  随意契約 

４ 取 得 価 格  ４７，７４４，５１０円 

５ 契約の相手方  上尾市宮本町５番１８号 

有限会社三協堂書店 

提案理由

小学校教師用指導書を取得したいので、議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、この案を提出する。
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議案第３４号

 市道路線の認定について 

下記のとおり路線を認定することについて、議決を求める。

  令和６年２月１６日提出

上尾市長  畠 山  稔

 記 

路線認定調書

提案理由

  都市計画法の規定に基づき市に帰属した道路を市道路線として認定した

いので、道路法第８条第２項の規定により、この案を提出する。 

路 線 名 起 点 終 点

重 要

な 経

過 地

３１２０６号線
上尾市大字上字熊野１

２５７番地先 

上尾市大字上字熊野１

２５７番地先 

３１２０７号線
上尾市大字上字谷通１

３５２番地先 

上尾市大字上字谷通１

３６４番地先 

３１２０８号線
上尾市大字上字谷通１

３５４番地先 

上尾市大字上字谷通１

３５２番地先 

３１２０９号線
上尾市大字上字谷通１

３５４番地先 

上尾市大字上字谷通１

３５８番地先 

３１２１０号線
上尾市大字上字谷通１

３５８番地先 

上尾市大字上字谷通１

３５４番地先 

３１２１１号線
上尾市大字西門前字芝

道３１９番地先 

上尾市大字久保字天神

前２９４番地先 
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議案第３５号

 公平委員会委員の選任について

上尾市公平委員会委員に下記の者を選任することについて、同意を求める。

  令和６年２月１６日提出

 上尾市長  畠 山  稔

記

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

  大 井 川  茂

〇〇〇〇〇〇〇〇〇

提案理由

  公平委員会委員大井川茂氏の任期は、令和６年３月３１日で満了となる

が、同氏を再び選任することについて同意を得たいので、地方公務員法第

９条の２第２項の規定により、この案を提出する。
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